




























































） （ ）（西村他訳〔 〕、 ページ）参照。
） （ ）（中村・谷口訳〔 〕、 ページ）参照。
）西嶋（ ）、 ページ及び ページ参照。
）西嶋（ ）、 ページ参照。




































































） （ ）（石塚訳〔 〕、 ページ）及び （ ） 参照。
）石塚訳、前掲書、 ページ参照。
）加藤（ ）、 ページ参照。



























表 をもとに東大阪市の位置づけを見ると、近畿 府 県の都市の中で従業者 名以
）総務省統計局 平成 年国勢調査 、国土交通省 都市計画現況調査（平成 年調査結果）、経済産
業省 平成 年工業統計調査 、総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査 により筆者が作成。
）西嶋（ ）、 ページの表 より筆者が抜粋して作成。
表 市街化区域 当たりの製造業事業所数等 （上位 位））
表 市における用途地域の指定状況の比較（抜粋））
）総務省統計局 平成 年経済センサス 基礎調査 における製造業事業所数ベースで比較しても東大
阪市は で大阪市（ ）、京都市（ ）に次いで 位となっている。
）西嶋（ ）、 ページの表 より筆者が抜粋して作成。
）西嶋（ ）、 ページの表 より筆者が抜粋して作成。
上の製造業事業所数は 位となっており、政令指定都市である神戸市、京都市、堺市を上
















































れないという観点から 市場の失敗 をもたらす主要な要因の つとして挙げられることが
多い。このような外部性を私的に解決するためには、養蜂家と果樹園経営者の例え話 ）
） （ ）（永田監、気賀・千種・鈴木・福岡・大熊訳〔 〕、 ページ）参照。
） （ ） 及び、丸山（ ）、 ページ参照。








（川田 丁目・水走 丁目 年 月）などがある。
）内海（ ）、 ページに掲載された建設事務次官通達 都市計画法及び建築基準法の一部改正につ


















































（ ）、鎌倉（ ）、中村（ ）、木村（ ）を、土地利用の規制・誘導に主眼を
置く先行研究としては庄谷（ ）、和田（ ）、徳増・瀧口・村橋（ ）、梅村
（ ）を取り上げている ）。
まず、産業振興面に主眼を置く先行研究に関しては、都市の経済発展過程における産業
のイノベーションの重要性に鑑み、 ， ， ， （ ）
で示された つのパターン ）を念頭に検討を行っている。児玉（ ）によると、近
年、イノベーションの創出には多様な知識の融合が重要であるとする研究が多いとされて
いるが ）、阿部（ ）、木村（ ）でも同様の結果が提示されている。鎌倉（ ）
）西嶋（ ）、 ページ参照。
）詳細は、西嶋、前掲書、 ページ参照。なお、サーべイの対象とした、阿部（ ）、鎌倉
（ ）、中村（ ）、木村（ ）、庄谷（ ）、和田（ ）、徳増・瀧口・村橋（ ）、梅村
（ ）については末尾の参考文献を参照されたい。
） ・ ・ ・ （ ）、 参照。 つのパターンとは、












































































）調査目的との関係で、初任地での生活を具体的に意識し始める時期という観点から、 年 月 日
月 日の期間に実施した。対象は、 の演習クラスに所属する学生で、担当教員より調査票を配布































も、 防音・遮音性が高い 、 耐震性能が高い が 位以内に入っている。また、重視す
る立地条件については、共に スーパーまで徒歩 分以内 が 位、 コンビニまで徒歩
分以内が が 位を占めた。加えて、 周囲に騒がしい店舗がない 、 周囲は工場・作
























































これらを用いて、被説明変数としては、 月額家賃・管理費等単価（円 ）を作成した ）。
また、説明変数としては、 最寄駅時間距離（分）、 大阪市北区ダミー 、 築年数
（年）、 木造・鉄骨造ダミー 、 地上階層 、 所在階 、 専用使用面積（ ）、 南向き
ダミー 、 角部屋ダミー 、 二方開口ダミー を作成した ）。さらに、プレ調査の結果も
参考にして、 大阪・梅田時間距離（分）、 なんば時間距離（分）、 震度 弱以上と













）ダミー変数は、該当する場合を 、該当しない場合を として計測する変数である。 大阪市北区ダ
ミー のように ダミー と表示している説明変数はダミー変数である。
） 大阪・梅田時間距離（分） 及び なんば時間距離（分） については、市販ソフト 駅すぱあ
と （株式会社ヴァル研究所）を用いて作成している。 震度 弱以上となる確率（ 年） について
は、国立研究開発法人防災科学技術研究所 地震ハザートカルテ 年版 により市役所・区役所・町
役場付近を抽出のうえ、当該市・区・町のサンプルに一律に用いている。洪水時の 浸水深（ ） に
ついても、大阪府 洪水国リスク表示図 により市役所・区役所・町役場付近を抽出のうえ、当該市・
区・町のサンプルに一律に用いている。 市街化区域 当たり工業・事業所数 及び 市街化区域
当たり飲食料品小売業・事業所数 の作成に当たっては、大阪市は 平成 年度土地利用現況調
査 の区毎の総面積を、大阪市以外は国土交通省 都市計画現況調査（平成 年調査結果） の市街化
区域面積を採用している。また、工業・事業所数は、大阪府 工業統計調査結果表（平成 年（
年）） 及び大阪市 大阪市内における工業の概況（平成 年工業統計調査） の区毎の事業所数を採用





なる確率（ 年）、洪水時の 浸水深（ ）、 市街化区域 当たり工業・事業所
数 、 市街化区域 当たり飲食料品小売業・事業所数 を作成した ）。
また、賃貸マンション需給については、季節変動が生じる可能性があることから、分析













（分）、 震度 弱以上となる確率（ 年）、 市街化区域 当たり工業・事業所数 、
市街化区域 当たり飲食料品小売業・事業所数 がすべての期で有意となった。内
部要因では 築年数（年）、 木造・鉄骨造ダミー 、 地上階層 、 所在階 、 専用使用
面積（ ）、 角部屋ダミー がすべての期で有意となった。
符号条件については、符号が負となっているのは 大阪・梅田時間距離（分）、 最
寄駅時間距離（分）、 震度 弱以上となる確率（ 年）、 市街化区域 当たり工








注 ） 印は 値 、 印は 値 を表している。
分析結果をもとに筆者が作成。
いるのは 市街化区域 当たり飲食料品小売業・事業所数 、 地上階層 、 所在階 、



























ニック分析の結果は整合的であった。 洪水や津波など自然災害の危険性が低い や 周






































配布対象は、 年 月に実施した 土地利用上の課題等に関するアンケート調査 ）
の送付先である中小製造業等 （東大阪市 、尼崎市 ）に今回加えた東大阪市域の
法人（卸売業・小売業、医療・福祉など） ）の合計 である。最終的な配布数は















正職員等のうち、対象市域に居住する者の割合について 概ね 超 ・ 概ね 超、




全員に占める割合のうち 概ね 以下 の区分のウエイトが共に大きいことは常識的に














）総務省統計局 平成 年国勢調査 従業地・通学地による人口・産業等集計 により筆者が作成。















を除くと 設けている という回答は少なかった（表 参照）。
なお、今後に向けた家族手当等の支給に関する考えについては、社会制度の動向に関係














































































ての質問に対しては 近接 または ある程度近接 する都市構造を支持する回答が比較
的多いという結果も示されている。この点に関連して、前記需要者層の意向調査では、勤
務地までの片道所要時間の許容範囲を 分未満とした回答が過半を占めており、需要者側
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